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Sheet1

		中小企業によるSDGs関連の取組状況

		実施内容の項目		実施中		目標番号

				(%)

		節水・ｺﾞﾐの分別・ﾑﾀﾞな電気の消灯等の実施		48.7		7,12,13

		生産・輸送・販売時の事故・不良・欠品の防止		39.1		8,12

		社員の給料の見直し・向上		38.3		1,3,8

		福利厚生の見直し・向上		33.0		1,3,8

		地域ｲﾍﾞﾝﾄへの従業員の参加や協賛・寄付		28.4		11

		社員研修・教育を通じて従業員の能力向上を支援		27.9		4

		発電・蓄電・省ｴﾈ機器,設備・車両等の導入		24.3		7,11,12,13

		障害者雇用の実施		20.6		3,10

		女性・外国人の管理職への登用		20.0		5,8,10

		環境負荷の少ない原材料・製品の利用		19.3		7,11,13

		産学官（金）の連携組織の構築		6.2		2,8,9,11

		組合等連携組織を通じた新製品・新技術の開発		3.1		9,17

		資料：明治大学政治経済学部森下正中小企業論研究室『中小企業の持続的発展と危機管理に関する調査』（2019年11月25日～12月20日実施）の結果より作成。
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